
公職選挙法 

発令    ：昭和25年4月15日号外法律第100号 

最終改正：令和2年6月10日号外法律第41号 

改正内容：令和2年6月10日号外法律第41号[令和2年6月10日] 

 
 

（選挙に関する啓発、周知等） 

第六条 総務大臣、中央選挙管理会、参議院合同選挙区選挙管理委員会、都道府県の

選挙管理委員会及び市町村の選挙管理委員会は、選挙が公明かつ適正に行われるよ

うに、常にあらゆる機会を通じて選挙人の政治常識の向上に努めるとともに、特に

選挙に際しては投票の方法、選挙違反その他選挙に関し必要と認める事項を選挙人

に周知させなければならない。 

２ 中央選挙管理会、参議院合同選挙区選挙管理委員会、都道府県の選挙管理委員会

及び市町村の選挙管理委員会は、選挙の結果を選挙人に対して速やかに知らせるよ

うに努めなければならない。 

３ 選挙人に対しては、特別の事情がない限り、選挙の当日、その選挙権を行使する

ために必要な時間を与えるよう措置されなければならない。 


